
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の効果検証結果（令和６年度） 

 

＜令和５年度繰越事業＞ 

実施

計画

No. 

事業名 
事業費 

(千円) 

交付金

充当額 

(千円) 

事業実績 事業実施による効果 

2 

令和５年度の住民税

均等割のみ世帯への

給 付 金 事 業 

4,819 4,819 

令和 5 年度住民税均等割のみ課税

世帯 1世帯あたり 100千円を支給 

支給世帯数：46世帯 

給付金支給により、特に

物価高の影響を受けて

いる低所得者世帯へ生

活支援が図られ、効果的

であった。 

3 

令和５年度住民税非

課税世帯への給付金

事業（子ども加算） 

209 209 

令和 5 年度住民税非課税世帯の子

どもに対し一人あたり 50 千円を

支給 

支給世帯数：2世帯 

給付金支給により、特に

物価高の影響を受けて

いる低所得者世帯へ生

活支援が図られ、効果的

であった。 

 

＜令和６年度事業＞ 

実施

計画

No. 

事業名 
事業費 

(千円) 

交付金

充当額 

(千円) 

事業実績 事業実施による効果 

2 

新たな住民税非課税

世 帯 給 付 金 事 業 
2,146 2,008 

令和 6 年度住民税非課税世帯 1 世

帯あたり 100千円を支給 

支給世帯数：17世帯 
給付金支給により、特に

物価高の影響を受けて

いる低所得者世帯へ生

活支援が図られ、効果的

であった。 

新たな住民税均等割

課税世帯給付金事業 
841 708 

令和 6 年度住民税均等割のみ課税

世帯 1世帯あたり 100千円を支給 

支給世帯数：4世帯 

定 額 減 税 調 整 

給 付 金 事 業 
12,693 12,592 

定額減税を補足する給付金を支給 

支給世帯数：267世帯 

7 

令和６年度住民税 

非 課 税 世 帯 緊 急 

支 援 給 付 金 事 業 

6,760 6,760 

令和 6 年度住民税非課税世帯 1 世

帯あたり 30千円を支給（子ども加

算 20千円） 

支給世帯数：216世帯 

給付金支給により、特に

物価高の影響を受けて

いる低所得者世帯へ生

活支援が図られ、効果的

であった。 

 

 


